
公共工事契約適正化委員会

25. 4. 4 

団体名:(一社)建設産業専門団体連合会

0ダンピングの起きにくい競争環境整備を図る

-法定福利費、安全経費等の別枠支給

・技能者の評価、人材の確保育成

・元請下請業務の明確化 (H23調査別添1資料)

・調査基準価格の廃止または現状に合った見直し(別添2資料)

0災害対応空白地帯発生等地域社会の維持に必要な建設企業の再生

-資産の劣化による維持更新費用の増大、災害復旧に必要な費用等、更に、

社会基盤整備に必要な費用などに対応するための将来計画を早急に示し、

具体的実行計画を明らかにすることが必要。

-安定的な事業がなく、建設資機材不足、人材もいなくなる産業では非常時

の災害応急対応等できない。

-特別立法によってでも対策を考えるべきではないか。

0建設産業の健全な発達の促進に向けて

-技能・技術・経営に優れた企業が競争に参加できる環境になっていない。

.職人を抱えている企業ほど安値競争で受注できなくなることは異常事態。

.建設業の許可条件の見直し等必要。



[別添1] 
3. 2 元請下請聞での役割分担

従来は元請業務であった工事の計画・管理業務(作業手順書の作成、出来高の確認等)について、

1)下請として現在どの程度関与しているか、 2)通常契約内容に含まれるか、 3)今後さらに関与が増

えると考えるか、を質問した。

各業務項目について全体としての回答割合は、表 3.2. 1の通りである。

現在頻繁に関与している割合が大きい業務は、新規入場者教育 (82%)、現場の整理整頓 (79%)、

安全パトロール等安全活動 (72%)などである。これらは今後さらに関与が増えると考えられてい

るが、契約文書で含まれている割合は最大でも 50%と大きくない。

表 3.2. 1 工事の計画・管理業務への関与(全体)

1)下請として現在どの程 2)通常契約内容に含まれ 3)今後さらに関与が増え
度関与しているか るか ると考えるか

全体
頻繁に時々関ほとん 契約文暗黙了通常は 関与が どちら 関与は(n=568) 
関与す与する ど関与 書で含解で含含まれ 増える ともい 増えな
る しない まれる まれる ない えないい

①作業手順書の
63% 29% 8% 38% 39% 22% 62% 31% 5% 作成

②施工方法の決
57% 36% 6% 32% 43% 22% 55% 39% 5% 定

③施工計画図の
31% 35% 33% 20% 30% 47% 40% 39% 19% 11 作成

④施工要領書の
57% 27% 15% 36% 35% 26% 56% 30% 13% 作成

⑤施工図の作成
25% 31% 44% 16% 26% 56% 29% 40% 29% 

⑥労務の手配
70% 16% 13% 40% 31% 26% 49% 36% 12% 

⑦資機材の手配
50% 29% 20% 38% 27% 34% 38% 43% 16% 

⑧品質のチェツ
63% 26% 10% 47% 34% 17% 59% 31% 8% ク

⑨出来高の確認
66% 25% 9% 45% 35% 17% 53% 37% 9% 

⑩自社関連工程
66% 23% 10% 32% 43% 23% 50% 36% 11% の進捗管理

⑪他職種との工
50% 41% 9% 16% 51% 31% 45% 44% 9% 程調整

⑫安全パト口一
72% 25% 3% 38% 44% 15% 68% 26% 4% ル等安全活動

⑬安全教育
66% 31% 3% 35% 46% 17% 67% 28% 3% 

⑬現場、の整理整
79% 18% 3% 37% 48% 13% 67% 28% 3% 頓

⑬廃棄物の処理
50% 31% 19% 42% 26% 31% 53% 33% 13% 

⑬新規入場者教
50% 36% 13% 69% 25% 4% 82% 13% 4% 

"'" 同
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躯体系職種の回答割合は、表 3.2.2の通りである。

現在頻繁に関与している割合が大きい業務は、新規入場者教育 (87%)、安全パトロール等安全

活動 (79%)、現場の整理整頓 (78%)、作業手順書の作成 (71%)、労務の手配 (71%)、安全教育

(71 %)なと、多岐に亘っている。

今後さらに関与が増えると考えられている割合が大きい業務は、新規入場者教育 (74%)、安全

パトロール等安全活動 (72%)、作業手順書の作成 (71%)、安全教育 (71%)などである。

契約文書に含まれている割合が大きい業務は、新規入場者教育 (56%)、品質のチェック (51%)

などであが、その割合は関与の割合に比べて大きくない。

表 3.2.2 工事の計画・管理業務への関与(躯体系職種)

1 )下請として現在どの程 2)通常契約内容に含まれ 3)今後さらに関与が増え

度関与しているか るか ると考えるか
躯体系職種

頻繁に 時々関 ほとん 契約文 暗黙了 通常は 関与が どちら 関与は(n=218) 
関与す 与する ど関与 書で含 解で含 含まれ 増える ともい 増えな

る しない まれる まれる ない えない い

①作業手順書の
71% 25% 5% 45% 39% 16% 71% 28% 1% 

作成

②施工方法の決
57% 37% 6% 30% 45% 25% 61% 35% 4% 

定

③施工計画図の
29% 40% 30% 22% 31% 47% 46% 38% 16% 

作成

④施工要領書の
55% 28% 16% 42% 33% 25% 60% 28% 12% 

作成

⑤施工図の作成
27% 28% 45% 20% 23% 56% 34% 35% 30% 

⑤労務の手配
71% 17% 11% 41% 33% 26% 54% 34% 12% 

⑦資機材の手配
50% 30% 19% 43% 26% 31% 45% 39% 15% 

⑧品質のチエツ
60% 25% 14% 51% 27% 20% 60% 28% 11% 

ク

⑨出来高の確認
62% 25% 12% 46% 32% 21% 51% 37% 10% 

⑩自社関連工程
61% 24% 14% 28% 43% 28% 51% 34% 15% 

の進捗管理

⑪他職種との工
48% 42% 10% 15% 51% 34% 46% 42% 12% 

程調整

⑫安全パト口一
79% 20% 1% 45% 39% 15% 72% 23% 4% 

ル等安全活動

⑬安全教育
71% 27% 3% 40% 41% 18% 71% 25% 4% 

⑪現場の整理整
78% 17% 5% 43% 44% 13% 70% 26% 4% 

頓

⑬廃棄物の処理
46% 30% 23% 40% 24% 34% 53% 30% 16% 

⑬新規入場者教
87% 10% 2% 56% 29% 12% 74% 20% 5% 

育
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仕上系職種の回答割合は、表 3.2.3の通りである。

現在頻繁に関与している割合が大きい業務は、現場の整理整頓 (80%)、新規入場者教育 (80%)、

出来高の確認 (73%)などである。施工図の作成は、ほとんど関与していない割合が 53%と過半を

占めている。

今後さらに関与が増えると考えられている割合が大きい業務は、現場の整理整頓 (71%)、安全

教育 (70%)などである。

契約文書に含まれている割合が大きい業務は、出来高の確認 (53%)、品質のチェック (50%)、

新規入場者教育 (50%)などであが、その割合は関与の割合に比べて大きくない。

表 3.2.3 工事の計画・管理業務への関与(仕上系職種)

1)下請として現在どの程 2)通常契約内容に含まれ 3)今後さらに関与が増え
度関与しているか るか ると考えるか

仕上系職種
頻繁に 時々関 ほとん 契約文 暗黙了 通常は 関与が どちら 関与は(n=220) 
関与す 与する ど関与 書で含 解で含 含まれ 増える ともい 増えな
る しない まれる まれる ない えない しミ

¢作業手順書の
63% 30% 6% 39% 38% 21% 61% 30% 7% 

作成

②施工方法の決
61% 33% 5% 38% 41% 17% 53% 41% 4% 

定

③施工計画図の
29% 28% 42% 19% 26% 53% 36% 37% 25% 

作成

④施工要領書の
71% 21% 8% 41% 34% 22% 63% 25% 10% 

作成

⑤施工図の作成
14% 32% 53% 8% 24% 66% 21% 42% 36% 

⑥労務の手配
72% 14% 12% 42% 28% 26% 51% 32% 14% 

⑦資機材の手配
50% 27% 22% 34% 26% 38% 36% 42% 20% 

65% 
⑧品質のチエツ

72% 26% 2% 50% 40% 10% 29% 4% 
ク

⑨出来高の確認
73% 22% 5% 53% 34% 11% 59% 33% 6% 

⑬自社関連工程
71% 23% 4% 36% 45% 17% 52% 37% 7% 

の進捗管理

@他職種との工
55% 39% 5% 19% 51% 28% 46% 44% 7% 

程調整

⑫安全パトロー
72% 25% 3% 39% 45% 14% 69% 25% 4% 

ル等安全活動

⑬安全教育
64% 35% 2% 36% 47% 16% 70% 26% 3% 

⑭現場の整理整
80% 19% 1% 40% 50% 10% 71% 26% 2% 

頓

⑬廃棄物の処理
60% 27% 12% 43% 33% 21% 60% 30% 9% 

⑬新規入場者数
80% 15% 4% 50% 35% 13% 68% 26% 4% 育
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設備系職種の回答割合は、表 3.2.4の通りである。

現在頻繁に関与している割合が大きい業務は、現場の整理整頓 (86%)、自社関連工程の進捗管

理 (77%)、労務の手配 (74%)、安全教育 (70%)などである。

今後さらに関与が増えると考えられている割合が大きい業務は、安全パトロール等安全活動

(56%)、安全教育 (56%)、自社関連工程の進捗管理 (51%)、現場の整理整頓 (51%)、新規入場

者教育 (51%)などである。

契約文書に含まれている割合が比較的大きい業務は、資機材の手配 (42%)、労務の手配 (40%)

などであが、その割合は関与の割合に比べて大きくない。

表 3.2.4 工事の計画・管理業務への関与(設備系職種)

1)下請として現在どの程 2)通常契約内容に含まれ 3)今後さらに関与が増え

度関与しているか るか ると考えるか
設備系職種

頻繁に時々関ほとん 契約文暗黙了 通常は 関与が どちら 関与は(n=43) 
関与す与する ど関与 書で含解で含 含まれ 増える ともい増えな

る しない まれる まれるない えないい

①作業手順書の
28% 51% 21% 19% 54% 28% 42% I 51% 7% ~ 

作成

②施工方法の決
51% 44% 5% 21% 63% 16% 37% 58% 5% 

定

③施工計画図の
35% 47% 19% 21% 51% 28% 28% 56% 16% 

作成

④施工要領書の
30% 44% 23% 19% 49% 33% 28% 51% 19% 

作成

⑤施工図の作成
51% 33% 16% 37% 44% 19% 37% 56% 7% 

⑥労務の手配
74% 19% 7% 40% 47% 14% 47% 49% 5% 

⑦資機材の手配
61% 26% 14% 42% 42% 16% 35% 58% 7% 

⑧品質のチエツ
51% 42% 7% 35% 58% 7% 49% 49% 2% 

ク

⑨出来高の確認
61% 33% 7% 33% 56% 12% 40% 51% 9% 

⑩自社関連工程
77% 19% 5% 37% 54% 9% 51% 42% 5% 

の進捗管理

⑪他職種との工
56% 37% 5% 16% 67% 14% 47% 47% 5% 

程調整

⑫安全パトロー
65% 30% 5% 30% 63% 7% 56% 40% 5% 

ル等安全活動

⑬安全教育
70% 30% 。% 30% 63% 7% 56% 42% 。%

⑭現場の整理整
86% 14% 日% 26% 65% 9% 51% 47% 2% 

頓

⑬廃棄物の処理
42% 33% 26% 28% 30% 42% 44% 40% 16% 

⑬新規入場者教
67% 21% 12% 30% 54% 16% 51% 40% 9% 

育
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土木系職種の回答割合は、表 3.2.5の通りである。

現在頻繁に関与している割合が大きい業務は、新規入場者教育 (84%)、現場の整理整頓 (72%)

などである。

今後さらに関与が増えると考えられている割合が大きい業務は、新規入場者教育 (69%)、安全

パトロール等安全活動 (60%)、現場の整理整頓 (60%)などである。

契約文書に含まれている割合が大きい業務は、廃棄物の処理 (47%)、新規入場者教育 (43%)

などであが、その割合は関与の割合に比べて大きくない。

表 3.2.5 工事の計画・管理業務への関与(土木系職種)

1 )下請として現在どの程 2)通常契約内容に含まれ 3)今後さらに関与が増え

度関与しているか るか ると考えるか
土木系職種

頻繁に 時々関 ほとん 契約文 暗黙了 通常は 関与が どちら 関与はCn=87) 
関与す 与する ど関与 書で含 解で含 含まれ 増える ともい 増えな

る しない まれる まれる ない えない い

①作業手順書の
61% 25% 13% 28% 36% 35% 54% 36% 7% 

作成

②施工方法の決
53% 36% 10% 28% 37% 30% 54% 37% 7% 

定

③施工計画図の
38% 36% 25% 20% 30% 45% 39% 37% 16% 

作成

④施工要領書の
44% 30% 25% 18% 36% 39% 40% 37% 17% 

作成

⑤施工図の作成
31% 35% 33% 15% 25% 53% 31% 41% 21% 

⑥労務の手配
59% 17% 20% 32% 26% 35% 35% 47% 12% 

⑦資機材の手配
48% 30% 20% 35% 24% 37% 30% 48% 17% 

⑧品質のチェツ
53% 23% 22% 38% 22% 36% 46% 35% 15% 

ク

⑨出来晶の確認
59% 26% 13% 31% 39% 25% 45% 40% 10% 

⑩自社関連工程
60% 24% 14% 26% 33% 33% 44% 37% 15% 

の進捗管理

⑪他職種との工
36% 45% 17% 12% 43% 40% 35% 49% 10% 

程調整

⑫安全パトロー
59% 36% 5% 25% 45% 24% 60% 31% 6% 

ル等安全活動

⑬安全教育
60% 35% 5% 24% 46% 23% 58% 35% 3% 

⑭現場の整理整
72% 22% 3% 23% 49% 23% 60% 31% 5% 

頓

⑮廃棄物の処理
39% 40% 21% 47% 10% 40% 39% 44% 15% 

⑬新規入場者教
84% 14% 2% 43% 46% 9% 69% 25% 3% 

育
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.ピーウ時 84兆円(H4年度) 1 
司 52兆円(H19年度)企38同 | 

業者数:ピーク時 60万業者(Hll年度末) I 
5直万業者 H18年度末3企 13同 ノ

・依然として過剰供給構造、更なる再
編・淘汰は不可避な状況

S 
-公共投資への依存度の高い地域の

建設産業は極めて厳しい状況

・価格競争の激化による公共工事の品
質確保への支障、下請へのしわ寄せ

に対する懸念

1I談合廃絶への社会開請 l 
・談合、官製談合などに対する国民の
厳しい批判、 CSRIこ対する要請制

・改正独禁法等による制度環境の変化

.r旧来のしきたりからの訣別」など業
界の法令道守徹底への取組

の突入

11品質の醐附する懸念 l 
.公共事業における極端ほ低価格によ

る受注の増加

開構造計算書偽装問題の発生

=争建設生産物の品質確保に対・

悪化、

働者の新規入職の減少

・建設業就業者の高齢化(建設業就業
者の43%が50歳以上)、人口減少に
よる建設産業の将来の担い手不

懸念
・技術・技能の円滑な承継に対す

議長'OSR(ヨホトトツンアルレスホ'!I};ィ凹刊〉企業の社会的責任。
具体的には.法令選守.企業統治、情報開示なι一般に企
業が社会に対して果たすべき『責任』と捉えている.

来2_(同J主フォーマネー}対価に対して最も価値の高いザーピ

スを供給するという考え方
援30川(コ〉ス円少同シマネシヲ:A.PM(，"tI!/:tタトマネグルト}方式発

注者の代理人又は補助者として、発注者の刺益を確保する立
場から、也品質管理.申工程管理、③費用管題等を行う方式

""' 

or意識の改革』ー法令遵守の徹底

or経営の改革J

ー『選択と集中」による技術力 a施工力・経
営力の強化

ー完工高偏重から利益重視への経嘗転換

ー業種・規模等に応じた経営戦略の構築

ー最適な企業形態の選択

司公正な競争基盤の確立、
の促進、技術と経営による競争を促進
するための入札契約制度改革

司競争を通じて技術力・施工力・

優れた企業が成長

藤容露蒜総議室鵠臨議ー
O価格と品質に優れた公共調達の実現
ー公共工事品質確保促進法等による総合

評価方式の導入・拡充

O対等で透明なシステムの再構築
ー事前の設計協力など関係者聞の不透明
な関係、受発注者間・元請下請聞の片
務性の存在、形式的・画一的な入札契

約制度の採用
4 

-責任関係・費用負担、マヰグメントコ対等の

明確化
ー発注者の体制、工事の態様等に応じた

多様な調達手段の活用

号宙実附録溺

.将来を担う優秀な人材の確保・育成

・技術・技能の承継に向けた各企業・団
体、産業全体の取組

の徹底
・法令違反に対するへ.ナ.)~ティの

-技術と経営による競争の促

進

・地域の実情に応じた入札契

約制度

-ダンピングの防止

-多様な調達寺段の活用

・適切な受発注者間・元請下
請聞の関係の構築

-優秀な技術者・技能者の評

価、処遇の改善
・技術・技能の向上・承継

-建設業法令遵守推進本部の設置

a法令遵守ガイドラインの策定
・談合廃絶に向lナ7こペナルテイの強化

-一般競争方式の拡大・総合評価方式
の拡充、入札ボンドの導入・拡大
・工事の態様等に応じた発注標準等の
設定、地域貢献度等の評価

'低価格入札対策の強化
・現行会計制度の課題(予定価格制度

-設計施工一括方式等の活用

'CM'PM方式畑、三者協議の活用
a建設ヨンサ')~~ント等の能力の適切な評価
.建設生産シλ予ム合理化推進協議会の
拡充、施工体制事前提出方式の検討

-基幹技能者の評価(経営事項審査の

見直し)
・専門高校と地域業界の連携による将
来の人材育成強化策の検討

s 
t献
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1-37元請・下請関係の変化惇ついて(概樫図) 一…一一同
元下関係は、直用から専属的下請に分離し、さらに一般的下請全般に拡大した0;

時期別に下請は二次・三次内への下請へと重層化した。
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公共土木工事費の積算体系

l 直接エ皿…一一一一一一附χ単価1

卜 Z事習的物の1施主に直接必要!な経隷 l 

- [包接エ事費x経一費率]
(実在E調査により卒を決定J

エ毒草原価}

施工に共通約に必裂な経費

@J ‘磯被等の遼f設費、 J 現場事務所等の営繕5号、
工事現場iQ)凌全対策に妻寸「る安全費等

間接エ志賀工事価格

(実態調査により串を決定)x経費率1

工事を慰視するために必突な費用

例.現場に鵠・駐する社員の給与、労務者の交通

r~'~ 安全E川綜夜、労災J保険等の法定福利授 l

a一生議主主費 (~~主管事費:毒事)

請負工事究

(実態調査(財務諸表jにより率を決定)
一般管理袈等ト一一一一一一一一一一一一-一一一一一一一一---[工事原価x経費率1

会社の本交官での必要経費よ侠験研究費、

公安E在学とじての適性利:格

j向.'IIk費税等相当額

16 

ω 



事h

公共工事設計労務単価について

一

公共工事設計労務単価の構成

。予定価格は、 1日8時間労働(時間外国休日労働なし)を前提として積算。

。このため、公共工事設計労務単価は1日8時間労働に相当する額として設定。(次の①~④)

基本となる賃金

割増賃金

一一1①基本給 | 
超過勤務手当、休日手当など

②基準内手当
現場手当、技能手当、家族手当など

工具手当(経費に関するもの)など

賃金 -→③実物給与
通勤定期など

臨時の賃金等

※公共工事設計労務単価に金主主主主2賃金、手当、経費

①時間外、休日及び深夜の労働についての害~IJ増賃金

②各職種の通常の作業条件又は作業内容を超えた労働に対する手当

③現場管理費及び一般管理費等の諸経費'

④臨時の給与

賞与など

※公共工事設計労務単価に含まれる賃金の範囲はよ記のとおりであり、法定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費用は、積算上、現場管

理費等に含まれている。

15 



01 

国のE轄事業に係る低入札価格調査基準価格の見直.

低入札価格調査基準価格
予算決算及び会計令第85条において、 I当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると

認められる場合の基準」として、この価格を下回った場合には調査を行うこととしている価格のこと。

S62.4-H20.3 H20.4-H21.3 H21 .4~ H23.3 H23.4-

【範囲】 【範囲】 【範囲】 【範囲】

予定価格の2/3-8.5/10 予定価格の2/3-8.5/10 予定価格の7110-9/10 予定価格の7110-9/10

【計算式】 【計算式】 【計算式】 【計算式】

直接工事費の額 直接工事費xO.95 直接工事費xO.95 直接工事費xO.95

共通仮設費の額 合計額 共通仮設費xO.90 合計額 共通仮設費xO.90 合計額 共通仮設費xO.90 合計額

現場管理費xO.20 x 1.05 現場管理費 xO.60 x 1.05 現場管理費xO.70 x 1.05 現場管理費xO.80 x 1.05 

一般管理費等xO.30 一般管理費等 xO.30 一娘管理費等xO.30

O現場管理費が官積算の80%を下回ると、工事成績評定点が平均点未満となる工事の割合が増加し、

契約内容に適合した履行がなされないおそれがあることから、公共工事の品質確保のため、計算式の

見直しを実施。

一



警告国土交通省
山 j

現場管理費の「官積比」と「工事成績評定点や下請企業の赤字」との関係

現場管理費の官積比が80%未満になると、工事成績評定点が平均点未満の工事となる割合が増加。

工事成績評定点が
平均点未満

国平均点未満かつ下請け企業が黒字の工事

ロ平均点以上かつ下請企業が赤字の工事

白平均点以上かつ下請け企業が黒字の工事

国平均点未満かつ下請企業が赤字の工事

8.9% 

官積比が80%

以下になると、

平均点未満の
工事となる割合
が増加。

上i二
率

16:7% 
10国

量
存

重
程
」
H
t至
浬
殺
到i 

印

g
豆
什
l
目
安
涼
部

0国



"'H'<' "~，，山山 E包山町、'~'，" ""~，，，，，~.，…--<"'<…一一吋一一一一一ー一……

費

)にU

事

Q
U
 

工

医

接

O

体

直

(

算

-
嶋

田

F

'

L

M

-

E

a

，. 

寧

原
工

事

木

王
土共公

。

工事価

弘司

榊鵬持品…，

間接工事費

来赤字は調査基準価格の算定式における算入率

工事目的物の施工に直接必要な経費

¢材料費{工事施工に必要な材料の費用)

②労務費(工事施工に必要な労務の費用)

③直接経費(特許使用料、水道光熱電力料、機械経費)

共通仮設費|施工に共通的に必要な経費

(0.90)1 ①運搬費、準備費、事業損失防止施設費、安全費、営繕費

②技術管理費

現場管理費

(0.80) 

工事を監視するために必要な費用

①労務管理費(賃金以外の食事、通勤等)

②安全訓練等に要する費用

③租税公課、保険料(自動車保険、火災保険等)

④従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費

(現場従業員に係るもの)

⑤外注経費

一般管理費等

(0.30) 

会社の本支唐での必要経費、試験研究費、付加利益

①役員報酬、従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生費(本唐・支屈の

従業員に係るもの)

②修繕維持費、事務用品費、通信交通費、動力・用水光熱費、地代家賃

③調査研究費

④広告宣伝費、交際費

⑤減価償却費、試験研究費償却ゐ開発費償却

@付加利益(法人税等、株主配当金、役員賞与金、内部留保金等)

、 "'，'，.，，~，~，ケ'-:'"，山守-"""""'_"，..，宮両桔詰お~怨官官廿明言問口宮古誌記盟百一.，.....，...，..
，.~皿臼~，ームーヰザム三L叫ぶ~ω~山山斗

円 d 耐凶届制品4治的働ゆ核地欄僻栴脅樽傾脚叫



労務費(賃金) 口重コ …; 
(労働者が負担する保険料を含んでい品]九..， ~ -..>，"..，，，.， 

その他人件費 一一γー福利厚生費等

え憾要経賓t¥.，:，. 4 .'ょ糟刻吋持臨時

L担笠上↓円ノ現場株議席おI縄経i讃~J;，E. ~;、 ~'i ，y::
安全管理費‘宿舎聖堂、送迎費等

務費長

∞ 

LB%! 
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co 

E覇土嚢鵜種審護霊j轄i土j本工事記お株号事法:題描J i事自費の確保について l 参考 2

。圏土交通省では建設業の社会保険の加入徹底に向けた対策を検討しており、関係業界団体・

労働者団体等で構成する検討会において、法定福利費については、「発注者が負担する工事

価格に含まれる経費であることを周知徹底するとともに、個別の請負契約の当事者聞において

見積等から適正に考属するよう徹躍する」こととされた(平成24年2月「社会保険未加入対策の

具体化に関する検討会」取りまとめ)。

。圏土交通省直轄土木工事における現在の積算では、実態調査による法定福利費の支払額に

基づき現場管理費の一部として計上されているが、本来事業者が負担すべき法定福利費(事業

主負担分)の額について、予定価格に適切に反映できるように現場管理費率式の見直しを実施。

(園土交通省土木工事標準積算基準書)

ヂ柑常常1';;，

。見直しf去の現場管理:費率ぬ適用lJは‘平成24年4月1日以降入札する工事から適用する。



伊国。

@ 公共建築工事積算喜縛

公共建築工事の積算基準 (建築工事費の構成)

(固土交通省:大臣官房官庁営繕部)

臨調ー…開問塑竺円×掴

て工事I乙I亘接当事る費用で、躯溝正事費、~仕上工事費、設備工

事費、外措工事費及d直接仮設 C墨出し、主主規足揚〕白部

み足畳一型住摺tLM機械器具、養生なのか宮成る。

勺~ヲ一一ー?ーーーτ ρ 

工事全体、品るいl;t~':各エ議種目jニ共通fP仮設に宴す昂費朋君、与準

備費(敷地測量、敷地整理、、、:仮設建物賞、{監理事務所、現場事 F

務所等〕、工事施設賓I仮聞の、九三E寄用道路靭叫渥境裏金重量」家会

援識調義援問題機E規制悪草山幻謝轄盟艶護軍笠JF
動力用水光熱費、機械器具業{測量機器持機械器具等)がら成品.

-法定福利費

3 

一一般管理費等斗ー一一ー E工事原価X一般管理費率I

一般管理費等1;1:，工事施工にあたる畏注者由継続運芦1::必要な費用で、、}般管犀費ヒ舟加利益面、らt;j:.亙三

・役員報酬、 ・本支腐の従業員給与及び退職金、 J ぷタ維機修繕費、ニ子:調査研究費、 広告宣伝費、

・地代家賃、 、.減価償却費、 ・開発償却費、 ー租税公謀、れ沌四j世

〉安際費、

工事費回積算は‘建築工事、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備工事等の工事謹別ごとに行う.

工事費は、直接工事費、共通費及び消費税等相当額に区分して積算する。直接工事費については、設計図書町表示に従って各工事種目ごとに区分し、共通費については、

共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分する.

共通仮設費i式、名工事種目に共通田仮設に要する費用とする.積算l土、費用在積み上げにより積算するか、純工事費に『共通仮設費率Jを乗じて積算する.

現場管理費は、工事施工にあたり、工事現場を管理運営するために必要な費用で、共通仮設費以外田費用とする.積算は、費用を積み上げにより積算するか、純工事費

に「現場管理費車Jを乗じて積算する.

一般管理費等は、工事施工にあたる受注者田継続運嘗に必要な費用で、一般管理費と付加利益からなる.積算は、工事原価に「一般管理費率Jを乗じて積算する，

-， 



/ 技能検技術を受け継いで仕事をしています。

若い人が受け継ぐ技は身近なところにあります。

身近なところでみなさんと一緒にさまざまな活動をしています。

そんな、技能・技術を持った「膝人さんJは国の宝

ぜひ、あなたも、建設業に携わる「職人さんJの世界を覗いてみませんか!

園調 hUp:llwww.kensenren.or.jp/museuml

f職人さんミュージアム」では、専門工事業(聴人さん)の地域貢献事例や調査結果、章種紹介などをご紹介しています。

国主主企EEEO才ム j宝翠

社団法人建設産業専門団体連合会



(一社)力ーテンウオール・防火開口部協会 03-3500-3891 (一社)建設コンサルタンツ協会

消防施設工事協会 03・3288-0352 {一社)日本宰調衛生工事業協会 03-3553-6431 

全国E接業協同組合連合会 03-5821・3966 (一社)日本計装工業会 03-3580-8921 

全国管工事業協同組合連合会 03-3949-731 2 (一社)日本電設工業協会 03-5413-2161 

全国基礎工業協同組合連合会 03-3612-6611 

(社)全国ヲレーン建設業協会 03-3281-5003 

(社)全国建設室内工事業協会 03-3666-4482 

(一社)全国コンヲリート圧送事業団体連合会 03-3254-0731 

(社)全国タイル業協会 052-935-7日41

(社)全国鉄筋工事業協会 03-3281-2184 

(社)全国館構工業協会 03田3667-6501

(一社)全国道路標識・標示業協会 03-3262田口836

(社)全国防水工事業協会 03-5298-3793 北海道 建設産業専門団嗣じ海道地区連合会 口11-803-0559 

全国マスチッヲ事業協同組合連合会 03-34日6-3861 東北 建設産業専門団体質北地区連合会 022-265-0887 

ダイヤモンド工事業協同組合 03-3454-69目。 関東 建設産業専門団体関東地区連合会 03-3845-2727 

(社)鉄骨建設業協会 03-5829-6124 北陸 建設産業専門団体北障地区連合会 025-267-6020 

(社)日本アンカー協会 03-521牛 116日 中部 建設産業専門団体中部地区連合会 052-882-5425 

日本外壁仕上業協同組合連合会 03-3379-433日 近畿 建設産業専門団体近畿地区連合会 06-6946-2131 

(社)日本機械土工協会 03-3845-2727 中国 建設産業専門団体中園地区連合会 082-235-1877 

(一社)日本基礎建設協会 03-3551-701日 四国 建設産業専門団体四園地区連合会 087-日目白 3055

日本建設インテリア事業協同組合連合会 03-3239-6551 九州 建設産業専門団体九州地区連合会 日目2-734-21日4

(社)日本建設躯体工事業団体連合会 03-3972-7221 沖縄 建設産業専門団体沖縄地区連合会 098・日33-3157

(社)日本建設大工工事業協会 03-6435-620日

(社)日本建築板金協会 03-3453-7698 

(一社)日本左官業組合連合会 03-3269-0560 

日本室内装飾事業協同組合連合会

(社)日本シャッター・同ヲ協会 03-3288-12日1

(社)日本造園組合連合会 03-3293-7577 

(一社)日本造園建設業協会 03-568~コロ 1 1 

(社)日本タイル煉瓦工事工業会

(一社)日本塗装工業会 I 03-3770-日目白1
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